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１．仙台塩釜港の位置①

世界の中の仙台塩釜港 全国の中の仙台塩釜港

（５港）

（１８港）



宮城県

岩手県

青森県

秋田県

山形県

新潟県 福島県

石巻港区

八戸港

久慈港

宮古港

大船渡港

釜石港

相馬港

小名浜港

新潟港

酒田港

秋田港

船川港

能代港

青森港

仙台塩釜港
松島港区

塩釜港区

仙台港区

東北の中の仙台塩釜港 宮城県の中の仙台塩釜港
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１．仙台塩釜港の位置②



２．現行長期構想「仙台湾統合港湾長期構想（平成２４年８月）」の概要①
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２．現行長期構想「仙台湾統合港湾長期構想（平成２４年８月）」の概要②
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２．現行長期構想「仙台湾統合港湾長期構想（平成２４年８月）」の概要③
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２．現行長期構想「仙台湾統合港湾長期構想（平成２４年８月）」の概要④
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２．現行長期構想「仙台湾統合港湾長期構想（平成２４年８月）」の概要⑤
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３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）①
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３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）②
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３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）③
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３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）④

【参考：取扱貨物量の設定値（港区別）】
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３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）⑤

12



３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）⑥
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３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）⑦

14



３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）⑧
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３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）⑨
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３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）⑩
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３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）⑪
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３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）⑫



20

３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）⑬
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３．現行港湾計画の概要（平成２５年６月改訂）⑭



４．仙台塩釜港の沿革（港区別）

（１）仙台港区
時期 できごと

昭和

26 (1951) 年 港湾法による重要港湾に指定。
39 (1964) 年 新産業都市「仙台湾地区」に指定。中央港湾審査会第23回計画部会で港湾計画が決定。
42 (1967) 年 工事開始(航路・防波堤・土地造成等)。
46 (1971) 年 第一船入港。臨海鉄道開通(東北本線陸前山王駅〜東北石油構内)。
48 (1973) 年 公共岸壁一部供用開始。フェリー就航(名古屋〜仙台〜苫小牧)。
53 (1978) 年 港湾環境整備事業「みなと公園」開園。
55 (1980) 年 港湾法による特定港に指定。
61 (1986) 年 中央港湾審議会第113回計画部会で「仙台国際貿易港整備計画」が決定。

平成

2 (1990) 年 内航フィーダーコンテナ船就航(大井CT〜仙台港間)。
4 (1992) 年 仙台港中央公園完成。
6 (1994) 年 高砂ふ頭１号岸壁供用開始。
7 (1995) 年 東南アジア航路開設(現在休止中)。
8 (1996) 年 北米/日本・アジア/地中海航路開設(現在休止中)。

高砂コンテナターミナル本格供用開始。向洋１号ふ頭供用開始。
10 (1998) 年 内航フィーダーコンテナ船就航(大黒CT.本牧CT.〜仙台港間)。

11 (1999) 年 日本/アジアコンテナ定期航路開設(現在休止中)。
内航フィーダーコンテナ船就航(青海CT〜仙台港間)。

12 (2000) 年 日本/韓国コンテナ定期航路開設。
13 (2001) 年 港湾法による特定重要港湾に指定。

港名を塩釜港から仙台塩釜港へ変更。高砂２号ふ頭供用開始。
14 (2002) 年 中国/韓国コンテナ定期航路開設。内航フィーダーコンテナ船就航(清水港〜東京港〜仙台港間)。
16 (2004) 年 仙台国際貿易港物流ターミナルオープン。
18 (2006) 年 高砂コンテナターミナル拡張、供用開始。
22 (2010) 年 雷神ふ頭岸壁(-9m)供用開始。

23 (2011) 年 東日本大震災発生。
港湾法による国際拠点港湾に指定。

24 (2012) 年 仙台塩釜港、石巻港、松島港統合。仙台塩釜港仙台港区となる。
26 (2014) 年 韓国コンテナ定期航路２航路開設。
27 (2015) 年 北米西岸コンテナ定期航路開設(現在休止中)。韓国コンテナ定期航路開設。

ロシア極東コンテナ定期航路開設。
28 (2016) 年 内航フィーダーコンテナ船就航(東京港〜仙台港間)。韓国コンテナ定期航路開設。
29 (2017) 年 高松２号ふ頭供用開始。
30 (2018) 年 「みなとオアシス」に認定。中国コンテナ定期航路開設。

令和 2 (2020) 年 高砂コンテナターミナル拡張・一部施設供用開始。
6 (2024) 年 高砂コンテナターミナル拡張・高砂３号岸壁一部(350mのうち190m)供用開始。

着工時（S44.4）

主要施設の概成（S54）

近年の仙台港区（H30）

出典：国土交通省東北地方整備局
塩釜港湾・空港整備事務所HP
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（２）塩釜港区

時期 できごと

明治 15 (1882) 年 塩釜港修築工事(浚渫埋立)起工。
43 (1910) 年 港湾調査会により第２種重要港湾に指定。

昭和

8 (1933) 年 第一期工事完了。
23 (1948) 年 港則法による特定港に指定。
26 (1951) 年 港湾法による重要港湾に指定。
34 (1959) 年 貞山ふ頭１号岸壁供用開始。
39 (1964) 年 新産業都市建設地域に指定。
40 (1965) 年 貞山ふ頭２号桟橋供用開始。千賀ノ浦旅客桟橋供用開始。
41 (1966) 年 千賀ノ浦旅客上屋完成。
42 (1967) 年 塩釜港港湾区域変更(仙台港区編入)
44 (1969) 年 貞山ふ頭３・４号桟橋供用開始。

平成

元 (1989) 年 観光船用浮桟橋供用開始。
3 (1991) 年 中の島PBS一部(84m)供用開始。
8 (1996) 年 塩釜港旅客ターミナル「マリンゲート塩釜」オープン。

11 (1999) 年 中の島及び笠神PBS完成。
13 (2001) 年 港湾法による特定重要港湾に指定。港名を塩釜港から仙台塩釜港へ変更。
17 (2005) 年 「マリンゲート塩釜」が「みなとオアシス」に認定。
19 (2007) 年 貞山２号ふ頭岸壁(-9m)供用開始。

23 (2011) 年 東日本大震災発生。
港湾法による国際拠点港湾に指定。

24 (2012) 年 仙台塩釜港、石巻港、松島港統合。仙台塩釜港塩釜港区となる。
令和 5 (2023) 年 新貞山ふ頭１号岸壁供用開始

（S38）

（S61）

近年の塩釜港区（H30）

出典：国土交通省東北地方整備局
塩釜港湾・空港整備事務所HP
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４．仙台塩釜港の沿革（港区別）



（３）石巻港区

時期 できごと

昭和

25 (1950) 年 地方港湾に指定。

39 (1964) 年 新産業都市(仙台湾地区)に指定。重要港湾に指定。

42 (1967) 年 第一船が入港。出入国港に指定。

43 (1968) 年 検疫法による検疫港に指定。植物防疫法による木材輸入港に指定。

44 (1969) 年 植物防疫法による穀物輸入港に指定。

59 (1984) 年 港湾区域の拡大。

62 (1987) 年 港則法による特定港に指定。

平成

3 (1991) 年 家畜伝染病予防法による動物検疫港に指定。

10 (1998) 年 雲雀野中央ふ頭１号岸壁(-13m)供用開始。

17 (2005) 年 雲雀野中央２号岸壁(-13m)供用開始。

18 (2006) 年 雲雀野北ふ頭岸壁(-10m)供用開始。

23 (2011) 年 東日本大震災発生。
国際バルク戦略港湾に指定された鹿島港と連携港湾となる。

24 (2012) 年 仙台塩釜港、石巻港、松島港統合。仙台塩釜港石巻港区となる。

30 (2018) 年 大型客船「ダイヤモンド・プリンセス」初寄港。

令和 5 (2023) 年 大型客船「MSCベリッシマ」初寄港。

（S39）

（H7）

近年の石巻港区（H30）

（S62）

出典：国土交通省東北地方整備局
塩釜港湾・空港整備事務所HP 24

４．仙台塩釜港の沿革（港区別）



（４）松島港区

時期 できごと

明治 35 (1902) 年 松島公園が県内初の県立公園に指定。

大正 12 (1923) 年 史跡名勝天然記念物保存法に基づき名勝に指定。

昭和

27 (1952) 年 ヨットハーバー完成。
文化財保護法に基づき特別名勝に指定。

29 (1954) 年 地方港湾に指定。

47 (1972) 年 東浜A船揚場、東浜B船揚場完成。

平成

3 (1991) 年 浪打浜(人工海浜)一部供用開始(平成6年完成)。

9 (1997) 年 松島海岸通り浮桟橋完成。

20 (2008) 年 仙随浮桟橋完成。

23 (2011) 年 東日本大震災発生。

24 (2012) 年 仙台塩釜港、石巻港、松島港統合。仙台塩釜港松島港区となる。

（H9）

出典：宮城県HP「仙台塩釜港（塩釜港区・松島港区）の概要」
Port of MIYAGI2025

近年の松島港区
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４．仙台塩釜港の沿革（港区別）



（１）取扱貨物量の推移【①仙台塩釜港全体の推移（外内出入別）】

 S46年以降における仙台塩釜港の外内出入別貨物量は、コロナ禍以降、輸入・移出貨物は回復傾向にあるが、移入貨
物は減少傾向にある。輸出貨物は、ほぼ横ばいで推移している。

 R6年（速報値）において、輸入、移出、移入貨物はほぼ、同量となっている。
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５．仙台塩釜港の現状



 S46年以降における仙台港区の取扱貨物量は、H19年までは順調に増加していたが、H20年のリーマンショック、H23年
の東日本大震災により取扱貨物量が大幅に減少。

 その後、復旧・復興が進み、H30年には過去最高の4,228万ﾄﾝを記録 、しかし、翌年は新型コロナ感染症の影響により
再び減少。近年は、やや増加傾向となっている。
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（１）取扱貨物量の推移【②仙台港区の推移】

５．仙台塩釜港の現状



 S46年以降における塩釜港区の取扱貨物量は、S48年に過去最高の727万ﾄﾝを取扱ったが、その後、年次により増減
はあるものの、H6年には685万ﾄﾝまで回復。

 H8年以降は、火力発電所の燃料転換による石炭の減少や主要品目である石油製品、重油の取扱量の減少により、
H22年はH6年比約31％まで減少。H23年は復興支援のための石油製品等の移入により一時的に増加したが、近年は
減少傾向となっている。
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（１）取扱貨物量の推移【③塩釜港区の推移】

５．仙台塩釜港の現状



 S46年以降における石巻港区の取扱貨物量は、H元年に過去最高の570万ﾄﾝを取扱ったが、その後はやや減少傾向、
さらに、H20年のリーマンショック、H23年の東日本大震災によりさらに減少。

 H25年には395万ﾄﾝまで回復したが、その後は年次により増減を繰り返している。
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仙台塩釜港（石巻港区）取扱貨物量の推移

計 輸出 輸入 移出 移入

（万ﾄﾝ） （万ﾄﾝ）

（速報値）

石巻港
(改訂)

石巻港
(改訂)

石巻港
(改訂)

石巻港
(改訂)

仙台塩釜港
(改訂)

３港統合

東日本
大震災

過去最高

（１）取扱貨物量の推移【④石巻港区の推移】

５．仙台塩釜港の現状



 中国・韓国航路（週３便）、韓国航路（週2便）、中国航路（週１便）、極東ロシア航路（隔週１便）の４航路・週７便が就航中
（R7年3月末現在）

仙台港

大連天津新港

青島

太倉
上海

寧波

光陽
釜山

蔚山

ウラジオストク ボストチヌイ
主な寄港ポイント

中国航路︓SITCコンテナラインズ（週１便）

極東ロシア航路︓
FESCO（隔週１便）

中国・韓国航路︓
高麗海運・南星海運（週３便）

韓国航路︓興亜LINE・長錦商船（週２便）

※貨物の動向により寄港地の変更あり

※R7年3月時点

釜山新港

１）海外と繋がるコンテナ定期航路と船社
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５．仙台塩釜港の現状

（２）物流機能



 京浜港（東京・横浜）を結ぶ５航路・週9便が就航中（R7年3月末現在）
 国際フィーダーコンテナ取扱量は、国内トップクラス（国内第2位 ※R5年速報値）

苫小牧

八戸

横浜
東京

仙台港

㈱横浜コンテナライン

鈴与海運㈱

近海郵船㈱・鈴与海運㈱

井本商運㈱
週１便（金）

週2便（水・土）

週2便（水・土）

週１便（土）

常陸那珂

週２便（月・金）

週１便（月）

２）国際フィーダーコンテナ航路

国際フィーダーコンテナ航路の寄港地
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５．仙台塩釜港の現状

（２）物流機能



３）コンテナ貨物取扱量の推移

コンテナ定期航路開設（1990年）以降のコンテナ貨物取扱量の推移

 仙台港区のコンテナ貨物取扱量は、コンテナターミナルの整備推進、新たな定期航路の開設等により、順調に増加。
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５．仙台塩釜港の現状

（２）物流機能



 R5年における全国のコンテナ取扱貨物量は約2,179万TEU（前年比-3.2％)
→ 上位5港で全体の7割超・50万TEU以上の上位8港で8割を占める（仙台塩釜港は12位）

順位 港名 ＴＥＵ 備考
1 東京 4,570,855

国際戦略港湾（★）2 横浜 3,020,999
3 神戸 2,835,522
4 名古屋 2,698,118 国際拠点港湾（●）
5 大阪 2,238,366 国際戦略港湾（★）
6 博多 981,451 国際拠点港湾（●）
7 那覇 591,421 重要港湾（▲）
8 清水 513,308

国際拠点港湾（●）

9 北九州 510,793
10 苫小牧 289,235
11 広島 279,994
12 仙台塩釜 238,231
13 新潟 218,860
14 四日市 215,008
15 水島 158,977

全国計 21,785,303 計134港
資料： 国土交通省HP

港湾別コンテナ貨物取扱量トップ15(R5年）

４）港湾別コンテナ貨物量①

苫小牧

東京
横浜

清水

大阪
神戸 名古屋

北九州

博多

那覇

仙台塩釜

広島

新潟

四日市
水島

東京
457万
（21%）

R5年
2,179万

TEU
横浜
302万
（14%）

神戸
284万
（13%）

名古屋
270万
（12%）

大阪
224万
（10%）

博多98万（5%）

那覇59万（3%）

清水51万（2%）

北九州51万（2%）

苫小牧29万（1%）

広島28万（1%）

仙台塩釜24万（1%）

その他
302万
（14%）
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５．仙台塩釜港の現状

（２）物流機能



 R5年における東北地方全体のコンテナ取扱貨物量は約37.5万TEU
→ 仙台塩釜港（仙台港区）は東北地方におけるコンテナ貨物総量の約６割を占める

仙台
238,231

(64%)

秋田

46,615

(12%)

八戸

41,043

(11%)

酒田

14,261(4%)
小名浜

23,111(6%)

釜石

6,445(2%)大船渡

5,309(1%)

東北全体
375,015

TEU

港名 R5 R4 増減

仙台塩釜 238,231 254,976 ▲16,745

秋田 46,615 60,762 ▲14,147

八戸 41,043 51,472 ▲10,429

小名浜 23,111 25,488 ▲ 2,377

酒田 14,261 22,030 ▲ 7,769

釜石 6,445 8,170 ▲ 1,725

大船渡 5,309 3,629 1,680

合計 375,015 426,527 ▲51,512

【港湾別コンテナ貨物取扱量前年比較】
（単位：TEU）

東北地方の港湾別コンテナ貨物取扱量（R5年）

４）港湾別コンテナ貨物量②

R6年12月31日現在

韓国 中国 中韓 その他
仙台塩釜 6.5 2 1 3 0.5 9
秋田 5 4 1 1
八戸 3 2 1 3
小名浜 1 1 2
酒田 2 1 1 1
釜石 1 1 2
大船渡 0 1
資料︓日本海事新聞

国際
ﾌｨｰﾀﾞｰ港名 外貿ダイレクト

外貿定期コンテナ航路就航状況

資料： 国土交通省HP
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５．仙台塩釜港の現状

（２）物流機能



苫小牧

八戸

東京

仙台港

㈱ﾌｼﾞﾄﾗﾝｽｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

横浜

釧路

千葉
船橋

清水

名古屋

大阪
広島

新門司

トヨフジ海運㈱
栗林商船㈱

太平洋フェリー㈱

田原 川崎
追浜

プリンス海運㈱

 京浜港・名古屋港・大阪港などの国内主要港と仙台港を結ぶ国内定期航路が就航中
 RORO船・フェリーは、トラックドライバー不足による物流の2024年問題に対し、長距離陸送トラックからのモーダルシフト先としても期待。

５）国内定期航路の就航状況（ＲＯＲＯ船・フェリー・自動車航走船）

自動車航走船・ＲＯＲＯ船・フェリーの寄港地
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５．仙台塩釜港の現状

（２）物流機能



1,377 1,430 1,508 1,583
1,708 1,768

1,361
1,521

1,853 1,856 1,871

1,506

649 648 698 703 783 831
626 655 752 781 819

714

728 782 808 880 925 938

735
867

1,099 1,075 1,031

792

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

仙台港区（RORO貨物）外内出入別貨物量の推移

計 輸出 輸入 移出 移入

（千ﾄﾝ）

資料：宮城の港湾統計

６）ＲＯＲＯ貨物量の推移【仙台港区①】

36

 新型コロナ感染症の影響でR1年に大きく減少した後、順調に回復し新型コロナ感染症前を上回る水準となったが、R6年に大きく減少している。
 移出貨物および移入貨物の主要品目は共に、完成自動車、自動車部品、その他輸送機械、紙・パルプとなっている。

(速報値)

５．仙台塩釜港の現状

（２）物流機能

完成自

動車

23%

自動車

部品

17%その他

輸送機

械

17%

紙・パルプ

12%

再利用

資材

6%

その他

25%

R6年 移出
714千ﾄﾝ
(速報値)

その他

輸送機

械

28%

自動車

部品

20%

完成自

動車

18%

紙・パルプ

6%

再利用資材

5%

その他

23%

R6年 移入
792千ﾄﾝ
(速報値)
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千

その他輸送機械の外内出入別貨物量の推移
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（千ﾄﾝ）
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計 輸出 輸入 移出 移入
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千

自動車部品の外内出入別貨物量の推移

計 輸出 輸入 移出 移入

（千ﾄﾝ）

1,150 1,145

1,293 1,339
1,461 1,505

164 147 167 164 160 130

558 563 608 604
669

712

100 84 102 107 105 83

592 582
685 735 791 792

63 63 66 56 55 470
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1,000

1,200

1,400
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

紙・パルプの外内出入別貨物量の推移

計 輸出 輸入 移出 移入

（千ﾄﾝ）

６）ＲＯＲＯ貨物量の推移【仙台港区②】

 完成自動車の移出貨物は、R2年以降増加傾向、一方、移入貨物は140千トン程度で推移している。
 自動車部品は、R1年からRORO貨物による取り扱いを開始し、微小な増減をしながら推移している。
 その他輸送機械の移入貨物はR4年までは順調に増加していたが、近年減少傾向にある。移出貨物はほぼ横ばいで推移している。
 紙・パルプは、 R1年から移出・移入共に大幅に減少している。

(速報値) (速報値)

(速報値) (速報値)

統計処理上の問題なのか県に確認

５．仙台塩釜港の現状
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9,174 9,386 9,152 9,007 9,203 9,228 9,167

8,148
8,780 9,064 9,002 9,073

4,283 4,464 4,317 4,256 4,293 4,413 4,426
3,890 4,245 4,389 4,418 4,393

4,892 4,922 4,835 4,750 4,911 4,815 4,741
4,259 4,535 4,675 4,584 4,681

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

仙台港区（フェリー貨物）外内出入別貨物量の推移

計 移出 移入

（千ﾄﾝ）

資料：宮城の港湾統計

 仙台港区のフェリー貨物は、1,000万トン弱を安定的に推移しており、出入内訳は、R6年で移出48％、移入52％と、同程度となっている。

７）フェリー貨物量の推移【仙台港区】
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(速報値)

５．仙台塩釜港の現状

（２）物流機能



８）バルク貨物量の推移【仙台港区①】

 全体貨物量は、H30年以降減少が続いていたが、H５年以降は増加に転じている。
 仙台港区のバルク貨物の外内出入別貨物量において、R6年実績(速報値)では、輸入が39％、移出が32％、移入が25％を占めている。
 R6年公専別貨物量において、公共貨物が約800万トン、専用貨物が約1,400万トンとなっており、専用貨物が約63％を占めている。

39
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6,191 5,713 5,137 6,029
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計 輸出 輸入 移出 移入

（千ﾄﾝ）

資料：宮城の港湾統計
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（千ﾄﾝ）

資料：宮城の港湾統計

(速報値) (速報値)
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（千ﾄﾝ）

5,635
6,413

5,466

6,898

6,012 6,336

5,447 5,273

3,671 3,898
4,572

5,899

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

専用バルク貨物主要品目の推移

原油 重油 ＬＮＧ 石油製品 ＬＰＧ

（千ﾄﾝ）

 公共バルク貨物の主要品目は完成自動車であり、外内出入別貨物量は、R6年実績(速報値)で、移出が63％、移入が37％を占めている。
 専用バルク貨物の主要品目は原油であり、外内出入別貨物量は、R6年実績(速報値)で、輸入が87％、移入が13％を占めている。
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８）バルク貨物量の推移【仙台港区②】

輸入
87%

移入
13%

R6年
原油

5,899千ﾄﾝ

輸入
0%

移出
63%

移入
37% R6年

完成自動車
6,187千ﾄﾝ

(速報値)

(速報値)

(速報値)

(速報値)
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金属くず

100%

R6年 輸出
117千ﾄﾝ 金属くず

60%
廃土砂

18%

砂利・砂

12%

その他

10%

R6年 移出
110千ﾄﾝ

水産品

31%

コークス

30%

木製品

12%

非金属鉱物

10%

揮発油

8%

その他

9%

R6年 輸入
29千ﾄﾝ

その他

石油

31%

セメント

22%

揮発油

19%

砂利・砂

13%

重油

9%

その他

6%

R6年 移入
1,323千ﾄﾝ
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2,286

2,604

2,138
2,014
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1,815

1,617 1,681

1,391 1,323
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3,000
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塩釜港区外内出入別貨物量の推移

計 輸出 輸入 移出 移入

（千ﾄﾝ）

資料：宮城の港湾統計

 塩釜港区の全体貨物量は、H30年まではほぼ横ばい傾向で推移していたが、R1年以降減少傾向にある。
 塩釜港区のおける外内出入別貨物量において、R6年実績(速報値)では、移入貨物が全量の約84％を占めている。
 移入貨物の主要品目は、その他の石油、セメント、揮発油、砂利・砂、重油の５品目で全量の約94％となっている。
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８）バルク貨物量の推移【塩釜港区①】

(速報値)

(速報値) (速報値) (速報値) (速報値)
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（千ﾄﾝ）

資料：宮城の港湾統計

 塩釜港区の公専別貨物量は、ほぼ同量となっている
 公共貨物の主要品目は、セメント、金属くず、砂利・砂となっており、主要3品目で全量の約82％を占めている。
 専用貨物の主要品目は、石油製品（揮発油・その他の石油）、重油となっており、主要２品目で全量の約96％を占めている。
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８）バルク貨物量の推移【塩釜港区②】

(速報値)

(速報値) (速報値)
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66%
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性製造

飼肥料

12%

再利用

資材

12%

原木

10%

R6年 輸出
76千ﾄﾝ

金属くず

52%

麦

17%

再利用

資材

11%

砂利・砂

5%

動植物性製造

飼肥料

4%
その他

11%

R6年 移出
61千ﾄﾝ

木材チップ

49%

石炭

23%

とうもろこし

12%

その他

16%

R6年 輸入
2,501千ﾄﾝ

動植物

性製造

飼肥料

32%

とうもろ

こし

20%

化学

薬品

15%

原木

9%

鋼材

7%

その他

17%

R6年 移入
643千ﾄﾝ

 石巻港区の全体貨物量はR2年に減少後、変動しながら横這い傾向にある。工業港の性格が強いため、背後企業の生産動向や発電所等
の新規立地などによる需要増減が貨物量に表れていると思われる。

 石巻港区の外内出入別貨物量において、 R6年実績(速報値)では、輸入貨物が全量の約76％、移入貨物が約20％、輸移入で約96％
を占めている。

 輸入貨物の主要品目は、木材チップ、石炭、とうもろこしの３品目で全量の約84％、移入貨物の主要品目は、動植物性製造飼肥料、とうも
ろこし、化学薬品、原木、鋼材の5品目で全量の約83％を占めている。
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８）バルク貨物量の推移【石巻港区①】
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（千ﾄﾝ）

資料：宮城の港湾統計

(速報値)

(速報値) (速報値) (速報値) (速報値)

５．仙台塩釜港の現状

（２）物流機能



3,953
3,758

3,521
3,356 3,437

3,958 3,923

3,365
3,570

3,290
3,047

3,281
3,750

3,550
3,326

3,177
3,360

3,831 3,847

3,230
3,364

3,092
2,858

3,101

203 209 195 179 77 126 77 135 205 198 189 180

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

石巻港区公専別貨物量の推移

計 公共 専用

（千ﾄﾝ）

資料：宮城の港湾統計
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（千ﾄﾝ）
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（千ﾄﾝ）

 石巻港区の公専別貨物量は、ほぼ公共貨物であり、全量の約95％を占めている。
 公共貨物の主要品目は、木材チップ、石炭、とうもろこしの３品目で全量の約70％を占めている。
 専用貨物の主要品目は、とうもろこし、化学薬品、動植物性製造飼肥料の主要３品目で全量の約92％を占めている。
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８）バルク貨物量の推移【石巻港区②】

単位：千ﾄﾝ

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

公共 木材チップ 790 817 854 786 827 1,187 1,202 841 907 897 1,043 1,244

石炭 404 407 415 387 502 696 693 668 716 632 510 563

とうもろこし 350 406 362 348 402 384 429 468 414 361 366 365

動植物性製造飼肥料 225 255 216 247 342 342 350 333 336 363 267 213

原木 249 276 197 226 215 212 211 185 216 191 109 127

再利用資材 35 29 43 14 30 28 21 21 10 27 49 121

麦 101 124 104 106 34 25 19 37 33 55 87 107

砂利・砂 992 601 534 364 277 286 255 165 139 112 97 98

金属くず 103 87 62 87 85 94 80 99 95 100 117 84

その他 503 548 538 612 645 577 586 414 500 356 213 178

計 3,750 3,550 3,326 3,177 3,360 3,831 3,847 3,230 3,364 3,092 2,858 3,101

(速報値)

(速報値)

(速報値)
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（２）物流機能



１）耐震強化岸壁の整備状況

高砂埠頭２号
○国際海上コンテナ物流機能維持用（１バース）
水深－14ｍ岸壁 延長L=330ｍ（既設）

高松ふ頭
○緊急物資輸送用（１バース）
水深12ｍ岸壁 延長ｌ＝240ｍ（既設）

雷神埠頭
○緊急物資輸送用（１バース）
水深－9ｍ岸壁 延長Ｌ＝220ｍ（既設）

仙台港区

旅客船埠頭
○緊急物資輸送用（離島用）
水深－4ｍ物揚場 延長140ｍ（既定計画）

貞山埠頭１号
○緊急物資輸送用（１バース）
水深－9ｍ岸壁 延長160ｍ（既設）

塩釜港区 石巻港区

雲雀野北ふ頭
○緊急物資輸送用（１バース）
水深－12ｍ岸壁 延長240ｍ（既定計画）
整備中（R5～）

R4～
廃棄物埋立護岸整備

整備済 未整備※

（凡例）

（仙台塩釜港唯一の国際物流機能維持用バース）

 既定港湾計画においては、災害時の緊急物資及び国際物流の輸送機能を維持するため、仙台港区３バース、塩釜港区２バース、石巻港
区１バース、合計６バースの耐震強化岸壁・物揚場が位置づけられている。

 このうち、仙台港区で３バース（緊急物資輸送用２バース、国際物流機能維持用１バース）、塩釜港区で１か所（緊急物資輸送用１
バース）の計４か所を既に整備している一方、石巻港区は未整備である。
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（３）防災・施設維持機能

※整備中含む



目標達成に向けた実施体制

仙台塩釜港におけるCO₂排出量の削減イメージ

港湾法第50条第1項の規定に基づく港湾脱炭素化推進計画として、仙台塩釜港においてカーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）の形成を推進す
るための具体的な取組を定め、次世代エネルギーの受入環境整備や、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化を通じて、温室効果ガスの排出を
全体として実質ゼロにする、カーボンニュートラルを目指すもの。

計画期間は２０５０年まで計画の目標

計画の目的

取組方針
温室効果ガス削減･吸収に関する取組

港湾･臨海部の脱炭素化に貢献する取組

産業活動や港湾物流に伴うCO2の削減のため、工場等における製
造設備や、港湾物流における荷役機械･車両･船舶の電化及び、石
炭・石油等の化石燃料から次世代エネルギーへの転換等により脱炭
素化に向けた取組を推進していく。

東北唯一の製油所や油槽所、LNG基地、火力発電所等が立地
する東北広域エネルギー供給拠点となっており、これらエネルギー製
造過程の低･脱炭素化や、化石燃料の代替となる水素等次世代
エネルギーの供給拠点を検討し、受入･貯蔵･供給に向けた施設
整備等について取組を推進していく。

短期
（2030年度まで）

中期
（2040年度まで）

長期
（2050年まで）

基本目標 【KPI １】
CO2排出量

2013年度比 50％減
(165.0万トン/年)

2013年度比 75％減
(82.5万トン/年)

2013年度比 100％減
(実質0トン/年)

表　計画の目標
KPI

(目標達成指標)

具体的な数値目標

 定期的に協議会を開催 ➡ 進捗状況を確認しフォローアップを図るなど、適切な進行管理を実施。
 協議会の下部組織として検討部会を設置 ➡ 目標の達成に向けて計画の実効性を確保。

１）仙台塩釜港港湾脱炭素化推進計画

 令和６年３月に「仙台塩釜港港湾脱炭素化推進計画」を策定・公表。
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※ロードマップは、定期的に開催する協議会や、メーカー等の技術開発の動向を踏まえて見直しを図る。また、取組に当たっての課題や対策についても
把握に努め、ロードマップの見直し時に反映する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　推進計画の実施・見直し

基本
目標 【KPI 1】CO2排出量 2030年度　約165.0万トン/年

(2013年比50％減)
2040年度　約82.5万トン/年

(2013年比75％減)
 2050年　実質0トン/年
 (2013年比100％減)

【KPI 2】低・脱炭素型
　　　　　　荷役機械導入率

2030年度
50％

2040年度
75％

2050年
100％

【KPI 3】ブルーインフラの
　　　　　　保全・再生・創出 －

吸収量︓123トン増
（2019年比10％増）
（藻場換算︓約25ha）

吸収量︓246トン増
（2019年比20％増）
（藻場換算︓約50ha）

管理棟、照明設備、倉庫 等

CNP認証制度

工場・倉庫・事務所 等

グリーン鋼材供給

バイオマス発電

火力発電

ブルーカーボン

港湾脱炭素化推進計画

計画実施期間

個別
施策

荷役機械

出
入
船
舶
･
車
両

停泊中の船舶

出入りする車両

タ
ー
ミ
ナ
ル
外

低炭素燃料の供給

タ
ー
ミ
ナ
ル
内

短期（2023年度〜2030年度）

製造工程における効率化や機器更新等の省エネ化

中期（2031年度〜2040年度） 長期（2041年度〜2050年）

低炭素型荷役機械の導入
ガントリークレーンの省エネ化

低炭素型RTGの導入

照明設備の省エネ化（LED化）

船舶への陸上電力供給設備の導入
低炭素燃料船の導入（内航フェリー）

CONPAS※の導入（高砂CT内の輸送効率化）
低炭素型車両の導入（HV・EV等）

荷役機械の電化・脱炭素燃料化

製鉄所における電気炉能力増強

ブルーカーボン（藻場）の造成・保全適地調査等

次世代バイオディーゼル供給

バイオマス発電所の新設
火力発電の燃料転換（混焼・専焼）導入検討

導入検討

導入検討

導入検討

凡例︓ 白抜き︓将来構想着色︓港湾脱炭素化促進事業

導入検討

導入検討

導入検討
車両の電化・脱炭素燃料化

次世代エネルギー受入･貯蔵･供給

船舶の電化・脱炭素燃料化

製造設備の電化･脱炭素燃料化

設備燃料の低炭素化

都市ガスへの燃料転換推進

脱炭素化取組の取組の進捗に合わせて段階的に評価指標を向上制度の導入（承認取得）導入検討

導入検討

導入検討

導入検討

導入検討

導入検討
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 R6年のクルーズ船寄港実績︓延べ９隻（仙台延べ８隻・石巻１隻）
港区 係留 船名（寄港数） 入港

仙台(8隻) 高松２号

【初】ノルウェージャン・ジュエル(1隻) 4/11(木)  
【初】シーボーン・オデッセイ(1隻) 4/20(土) 
【初】シルバー・ミューズ(1隻) 5/3(金)    
【初】ノルウェージャン・スピリット（1隻) 5/25(土)  
にっぽん丸（2隻)
※仙台港発着だが、入港ベースでカウント

7/23(火)   
7/29(月) 

【初】ナショナル・ジオグラフィック・レゾリューション（1隻） 8/30(金) 
セブンシーズ・エクスプローラー（1隻） 10/5(土) 

石巻（1隻) 大手1・2号 【初】ヘリテージ・アドベンチャラー（1隻） 5/28(火) 
※１ 赤字︓外国クルーズ船 ※２ 【初】︓仙台塩釜港初寄港のクルーズ船

MSCベリッシマ （R5.8月_石巻）
すずめ踊りでお見送り

ノルウェージャン・ジュエル（R6.4月_仙台）
伊達武将隊によるお出迎え

ノルウェージャン・スピリット（R6.５月_仙台）
英語ガイド「GOZAIN」による観光案内

１）クルーズ船の寄港状況

 近年、クルーズ船の寄港数は、新型コロナ感染症の影響から回復傾向にあり、特に、外国クルーズ船の寄港は増加している。
外国クルーズ船・国内クルーズ船別寄港隻数の推移

2 2 1 1
4
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10 11
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11 11

11
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仙台塩釜港の港区別クルーズ船対応最大岸壁

「にっぽん丸」
沖合停泊事例

テンダーボートに乗り換え上陸

沖合に停泊するにっぽん丸
(山口県萩港)

(沖縄県久米島儀間漁港)

港区 水深
（ｍ）

岸壁長
（ｍ）

対応岸壁

仙台港区 -14.0 280 高松ふ頭２号岸壁
塩釜港区 -7.5 213 貞山ふ頭２号岸壁
石巻港区 -13.0 260 雲雀野中央埠頭

(参考)
松島港区 -3.0 80 松島海岸通り浮桟橋

(旅客船着岸桟橋として利用)

国内外クルーズ船に対する仙台塩釜港対応岸壁の受入目安

0.0
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400.0

500.0

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0

必
要
岸
壁
延
長
（
全
長
＋

√3
×
型
幅
）
（

m
）

必要岸壁水深（喫水×1.1）（m）

塩釜港区/貞山2号
接岸可能57隻(19%)

仙台港区/高松2号
接岸可能111隻

(37%)

石巻港区/雲雀野中央2ﾊﾞｰｽ
接岸可能296隻(100%)

国内外クルーズ船
296隻対象

520m

280m
260m

213m

7.5 13.0 14.0

仙台港区/高松2号+中野1号
接岸可能296隻(100%)

550m

石巻港区/雲雀野中央1ﾊﾞｰｽ
接岸可能93隻(31%)

※「ｸﾙｰｽﾞ客船ﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ2022・2023」より

２）クルーズ船対応岸壁

 安全な接岸受入には、船舶諸元に対応した所要の航路・泊地・岸壁の水深と岸壁延長を満たすほか、水域（航路幅、航路水深、回頭水域
）の確保などの条件も加わる。

 なお、クルーズ船の寄港には、直接接岸のほか、静穏かつ水域利用に問題無く停泊可能な海域があれば、沖合停泊でテンダーボートや通船(地
元定期便等)を利用するケースがあり、受入スペックが小規模な地方港湾や漁港においても、沖合停泊の入港実績は見られる。
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５．仙台塩釜港の現状

（５）観光・交流機能



・塩釜港区及び松島港区内、周辺海域においては、区画漁業権や共同漁
業権が指定されている。

・また、沖合約10km付近の水域（仙台塩釜港港域内の漁業権以外の水
域）には、塩釜区の検疫錨地が指定されている。

・塩釜港区及び松島港区の水域は漁業権が広く指定され、大型船舶の停泊
が可能なエリアは、陸から片道10km程度離れた水域に限定される。（下
記検疫錨地の周辺水域となる）

塩釜港区・松島港区内及び周辺海域における漁業権指定状況

※宮城県水産業振興課HP 宮城県における漁業免許の状況 漁場連絡図 全体図を加工

水先区域、港域、検疫錨地、水先人の乗船場所の略図

※日本水先人会連合会HP 仙台湾水先区より抜粋

松島観光桟橋から

約10km

検疫錨地

松島観光桟橋から

約4km付近

松島観光桟橋～塩釜区検疫錨地の距離

検疫錨地

松島巡り観光船
仁王丸コース

３）沖合停泊水域
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５．仙台塩釜港の現状
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 港区間を陸路、航路で接続することにより、移動自体が訪れる目的になったり、滞留時間の増加につながる要素がある。
 仙台塩釜港内には、塩釜港区と松島港区を結ぶ定期観光航路や離島航路、石巻港区の網地島ラインのほか、奥松島の遊覧船などの海路

ネットワークが形成されている。船舶乗降人員は、新型コロナウイルス感染症拡大により一時減少したものの、回復傾向にある。

マリンゲート塩釜

西埠頭
観光桟橋

塩釜港区 松島観光桟橋

塩竈市営汽船

丸文松島汽船

浦戸諸島島巡り（塩釜〜桂島〜野々島〜石浜〜寒風沢〜朴島）

芭蕉コース（松島〜塩釜）/ 松島湾周遊政宗コース（松島〜松島）

松島島巡り観光船 松島湾周遊コース（松島〜松島）

■塩釜港区・松島港区 観光遊覧船（塩釜～松島航路・離島巡り）

石巻中央発着所

網地島ライン

旅客船・カーフェリー(石巻〜田代島・網地島・鮎川)

■石巻港区（内港地区）

石巻門脇発着所

【東松島市宮戸島 奥松島遊覧船】

奥松島観光桟橋

復興再生多目的施設
「あおみな」
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４）定期観光遊覧船・離島航路の就航状況
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５）乗降人員の推移
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５．仙台塩釜港の現状

（５）観光・交流機能

 R6年の県内港湾の乗降人員数は172万人を記録 （前年から約１％の増加）

県港湾全体
171.8万人
R5比 1％増

仙台塩釜港
166.7万人
R5比 2％増

（松島港区）
118.6万人

R5比 3％増

（仙台港区）
18.9万人

R5比 4％減

（塩釜港区）
19.2万人

R5比 9％減

（石巻港区）
10.1万人

R5比 22％増

地方港湾
5.1万人

R5比 16％減

（女川港）
1.4万人

R5比 6％増

（金華山港）
3.7万人

R5比 22％減

内訳

内訳

228
240

228 222 226

204
220 219

121

145

171 167 174
161 159 164 167

80
71

112

170 172

305

115 127 118 121 128115 129 126
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115 119
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H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

船舶乗降人員の推移

県全体 仙台港区 塩釜港区 石巻港区 松島港区 地方港湾

（女川・金華山）

（万人）

H30年代

後半

設定値



 貞山運河（木曳堀、新堀、御舟入堀の総称）、東名運河、北上運河は（以下、運河群という。）阿武隈川から旧北上川まで、全長約４
９ｋｍにわたり仙台湾沿岸を繋ぐ日本一の運河群として、今もなお存在し続けている。

 復旧・復興が概ね完了し、各運河の沿川では、歴史や自然環境の保全等の活動や、様々な主体による賑わいの創出が行われており、今後は
様々な主体が広域的な連携を図ることにより、さらなる活動の拡大が期待されている。

仙台塩釜港
仙台港区

仙台塩釜港
塩釜港区

仙台塩釜港
松島港区

仙台塩釜港
石巻港区

野蒜築港跡

野蒜築港跡の煉瓦橋脚跡 御舟入堀発掘調査
(仙台市HP 発掘調査資料より引用)

石井閘門 釜閘門

６）歴史的遺産等の活用
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６．港湾臨海部の企業立地状況

（１）仙台港区

仙台パワーステーション
1. 発電出力：11.2万KW
2. 使用燃料：石炭
3. 年間使用量：約32万t/年
4. 運転開始：平成29年10月

火力発電所「 仙台港バイオマスパワー発電所」
1. 発電出力：11.2万KW
2. 使用燃料：木質ペレット、パーム椰子殻
3. 年間使用量：約50万t/年
4. 運転開始：令和7年11月（予定）
5. 使用岸壁：高松２号岸壁（延長280m、水深14m）
6. 使用船舶：8.2万DWT級（予定）

日鐵住金建材 仙台製造所
・スクラップを原料に建築・土木資材用の

鉄鋼建材を製造。
・東北で唯一、建設用角形鋼管を製造

JFEスチール 仙台製造所（電気炉）
・スクラップを原料に、自動車や建設

機械などの部品向け線材製品や棒鋼
製品を製造。

火力発電所「杜の都バイオマス発電所」
1. 発電出力：7.5万KW
2. 使用燃料：木質ペレット、パーム椰子殻
3. 年間使用量：最大約35万t/年
4. 運転開始：令和5年11月
5. 使用岸壁：向洋岸壁(延長240m、水深12m)
6. 使用船舶：5.8万DWT級

：新たな企業動向
：主な立地企業等

日鉄住金物流
・新日鉄住金各製鉄所からの鉄鋼製品を

移入し、東北一円へ販売・供給。
・鋼板(薄板)は、トヨタ自動車東日本の

大衡工場や大和工場へ納入

太平洋フェリー 仙台港営業所
・苫小牧・名古屋に就航。
・フェリーは３船で運航。

仙台港サイロ
・畜産業の配合飼料の原料となる穀物類
を年間 約25万t輸入。
・とうもろこしが全体の8割程度を占める。

ENEOS仙台製油所
・東北唯一の製油所。
・ガソリン、灯油、重油等の石油製品を

生産し、東北地方を中心に供給。
(65%が陸上輸送、35%が海上輸送)

東北電力 新仙台火力発電所
・LNG火力発電所。発電出力は104.6万KW
・平成27年から燃料を重油・原油等から

LNGに転換。

高砂コンテナターミナル
・令和２年に新管理棟,CFS,新トラックゲート
（実入り）が供用
・令和５年３月より新トラックゲート（空）供用
・令和６年４月より高砂３号岸壁が供用

モータープール
・完成自動車の待機・保管場。
・約8,000台の保管が可能。

蒲生干潟
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仙台港区

蒲生北部地区

仙台港IC

㈱丸山運送

三陸運輸㈱

幸信商運㈱ 他

日通商事㈱

(同)杜の都
ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾅｼﾞｰ

宮城ダイハツ
販売㈱

二葉運送㈱

カホク運送㈱

㈱ﾄﾗﾝｽｳｪﾌﾞ

KFｱﾃｲﾝ㈱

東北ｸﾘｰﾝ
運輸㈱

㈱北海興業

東日本冷凍㈱
さくら㈱

㈱ｼﾌﾞﾔﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ
盛運輸㈱

塩竈倉庫㈱

三共ﾗｲｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

㈱東北ﾊﾞｲｵﾌｰﾄﾞﾘｻｲｸﾙ

㈱ニトリ

郡東ｴｸｽﾌﾟﾚｽ㈱
新東運輸㈱

㈱SYC

東北
急送㈱協同組合GREEN ㈱田口

ｸﾘｴｲﾄ
㈲柏屋運送

㈱ｸﾞﾗｯﾄﾞ

㈱ﾈｯﾄﾌｧｸﾄﾘｰ75

㈱朝日ﾚﾝﾀｯｸｽ

陸前総合開発㈱

㈱ｴﾈｯｸｽ

奥州物産運輸㈱

 土地区画整理事業（仙台市／約92.1ha）により、防災集団移転後の土地を整理集約37画地（約32ha）のうち、
37画地（約32ha）について事業者を決定（R6年3月末）

→ 仙台港区背後地における企業集積により、仙台港区の更なる利活用が期待される。

【蒲生北部被災市街地復興土地区画整理事業】
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（１）仙台港区

６．港湾臨海部の企業立地状況
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（２）塩釜港区

東北電力（株）
仙台太陽光発電所
仙台火力発電所

よっちゃん食品工業（株）

ソーダニッカ（株）
仙台七ヶ浜ケミカルセンター

・化学薬品

第一貨物（株）
七ヶ浜出張所

大昭倉庫（株）
塩釜営業所

オイルターミナル
（丸紅エネルギー㈱、
東西オイルターミナル㈱、
㈱昭和シェル石油、
出光興産㈱、ENEOS㈱ など）

（株）青南商事 仙台支店
・金属くず

みなとオアシス・マリンゲート塩釜

東北ドック鉄工（株）

くろしお北浜マリン
ベース（マリーナ）

太平洋セメント（株）
塩釜西サービスステーション

６．港湾臨海部の企業立地状況



石巻ひばり野バイオマス発電所
1. 発電出力：7.5万KW
2. 使用燃料：木質ペレット、パーム椰子殻、木質チップ
3. 年間使用量：最大35万t/年（雲雀野中央及び北ふ頭から荷揚げ）
4. 運転開始：令和６年３月

令和元年事業用地を取得（発電所用地,燃料置場）

石巻埠頭サイロ
・とうもろこしや大麦などの飼料用穀物を
年間約65万t輸入。

：新たな企業動向
：主な立地企業

日本製紙 石巻工場
・塗工紙、中質紙、書籍用紙などの
紙製品を年間約80万t生産

日本製紙石巻エネルギーセンター
石巻雲雀野発電
・平成30年3月に稼働した石炭と
バイオマス混焼の発電所

木材・合板関連企業（セイホク等）
・コンクリート型枠用合板や住宅向けの
直交集成板などを製造

石巻南浜津波復興祈念公園
・復興と震災の伝承のための祈念公園。公園面積は38.8ha。
・令和3年3月28日に開園。併せて震災伝承の展示施設が利用開始。
・国、県、石巻市の三者で整備。追悼・記念施設を国で設置。
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（３）石巻港区

６．港湾臨海部の企業立地状況



（３）石巻港区

✓土地区画整理事業により、石巻港区背後の防災集団移転後の土地を整理集約し、公募中。
→ 石巻港区背後地における企業修正により、石巻港区の更なる利活用が期待される。

1．上釜南部地区

所在地 石巻市明神南、浦屋敷南、新舘南

開発面積 約37.6ヘクタール

分譲（賃貸）
総面積

約9.7ヘクタール

用途地域 準工業地域

交通アクセ
ス

三陸縦貫自動車道石巻港ICから南東に
約4.2キロメートル

2．下釜南部地区

所在地
石巻市中浦二丁目､三ツ股三丁目､三ツ股
四丁目､築山三丁目､築山四丁目､大街道南
三丁目､四丁目､大街道東二丁目､双葉町

開発面積 約25.4ヘクタール

分譲（賃貸）
総面積

約6.2ヘクタール

用途地域 準工業地域・工業地域

交通アクセス
三陸縦貫自動車道石巻港ICから南東
に約4.2キロメートル
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【石巻市上釜南部地区・下釜南部地区被災市街地復興土地区画整理事業】

６．港湾臨海部の企業立地状況



７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（１）社会構造（①貿易動向）

■「世界各地域」における貿易額の変化
・世界各地域においてH2（1990）年からH29（2017）年にかけて貿易額は大きく増加。特にASEAN諸国や中国、韓
国等アジア諸国の伸びが大きい。【日本・中国・韓国の輸出入6.5兆ドル】
・アジア諸国に比べ、北米やEU地域の貿易額の伸び率は低いものの、その規模は依然として大きい。
■「世界各地域と日本」との貿易額の変化
・世界各地域と日本との貿易額は増大傾向。特にASEAN諸国や中国、韓国等のアジア諸国との伸びが大きい。【日本⇔中
国韓国の貿易額0.6兆ドル】
・日本とアジア諸国との貿易額は、北米やEU地域を上回る規模に成長している。

資料：港湾の中長期政策「PORT 2030」参考資料集／国土交通省港湾局
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７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（１）社会構造（①貿易動向）

■世界のコンテナ荷動き状況
・R5年の世界のコンテナ荷動き量は約1億6,549万TEUで、東アジア域内の流動量(4,050万TEU)が、東アジア↔北米
(2,140万TEU)や東アジア↔欧州(1,709万TEU)といった基幹航路の流動量よりも、1.5〜2倍程度多くなっている。
・世界のコンテナ荷動きは、東アジアを中心とした構造へと一段と強まっている。

60
資料：（公財）日本海事センター資料



７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（１）社会構造（②人口の将来見通し）

■我が国人口の将来見通し
・我が国人口は、近年減少局面を迎えている。2070年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は39％の水準に
なると推計されている。

61資料：厚生労働省 第３回社会保障審議会年金部会（資料３） 2023年5月8日

我が国の将来人口予測



７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（１）社会構造（②人口の将来見通し）

■東北地方及び宮城県の人口の将来見通し
・東北６県の人口は、平成7年(1995年)の1,232万人をピークに減少しており、令和2年(2020年)は1,081万人となって
いる。今後も人口の減少が見込まれており、令和12年(2030年)までに1,000万人を割り込み、令和32年(2050年)に
は741万人まで減少すると予測されている。

・宮城県の人口は、 令和27年(2045年)には約181万人と、平成27年(2015年)から23％減少が見込まれている。
・特に、仙台都市圏以外の人口予測が約36%の減少見込みとなり、仙台都市圏の15%と比べ著しい見込みである。

宮城県の将来人口予測

62資料：（公財）東北活性化研究センター（東北データブックより）

東北６県の将来人口予測

仙台都市圏：仙台市,塩竈市,多賀城市,松島町,七ヶ浜町,利府町,名取市,
岩沼市,亘理町,山元町,大和町,大郷町, 富谷町,大衡村
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資料：新・宮城の将来ビジョン2021年-2030年（宮城県）より作成



７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（１）社会構造（③港湾労働者不足）

■「港湾労働者不足対策アクションプラン
（令和4年7月策定）」

・国土交通省港湾局では、近年の港湾物流の担い手不足の実態
を把握するため、全国の港湾運送事業者を対象に「港湾労働者
不足に関する実態調査」を実施し、その結果を踏まえ、今後、官民
一体となって講ずるべき施策を盛り込んだ「港湾労働者不足対策ア
クションプラン」を令和４年７月に策定した。

港湾労働者の将来推計

港湾労働者の不足状況

R1年度 R22年度
成長実現・労働参加進展シナリオ

51,391人
40,223人

ベースライン・労働参加斬新シナリオ 39,549人
ゼロ成長・労働参加現状シナリオ 39,585人

※港湾労働者数の将来推計方法
:R22年の港湾労働者数は、独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計-労働

力需給モデル(2018年版)による将来推計-」での2040年の労働力人ロ(推計値)をもとに試算。
:R1年度の港湾労働者数は、「港運要覧(令和2年版)」による。

資料：「港湾労働者不足対策アクションプラン」 2022年7月_国土交通省港湾局 63



７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（１）社会構造（④物流の2024年問題）

■物流の2024年問題への対応
・平成30年６月改正の「働き方改革関連法」に基づき、自動車の運転業務の時間外労働については、令和６年４月から
年960時間（休日労働含まず）の上限規制が適用される。さらに、厚生労働省がトラックドライバーの拘束時間を定めた
「改善基準告示」（貨物自動車運送事業法に基づく行政処分の対象）により、拘束時間等の規制が強化される。

・1人当たりの労働時間が短くなることから、何も対策を講じなければ物流の停滞が懸念される「物流の2024年問題」に直面
している。

・ドライバー数の需給ギャップの試算結果（野村総研による試算）をみると、2024年問題を加味したケースでは、2030年に
は供給不足により全国の約35％の荷物が運べなくなるとの予測。東北や四国の地方部がより逼迫する状況にあり、東北の
需給ギャップは約41％の予測となっている。

「働き方改革関連法」に基づく主な改正内容と物流への影響

資料：「2024年問題」解決に向けて～現状課題～」（国土交通省東北運輸局）資料5-1より作成 64



７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（２）港湾物流（①サプライチェーン）

■サプライチェーンの多元化・強靭化
・新型コロナウイルス感染症流行により、一部の部品生産の停滞やコンテナ船の減便等によるサプライチェーンの混乱が発生し
た。加えて、直近の地政学的リスクや経済安全保障上のリスクの高まり、サプライチェーンの多元化・強靭化の必要性が強く
認識されている。

・サプライチェーンの多元化・強靭化に向け、調達・生産・販売拠点の分散化や、調達・生産の日本国内への回帰、代替輸
送手段の確保等が進むとみられる。

サプライチェーンリスクに対する認識の高まり

資料：「通商白書2023 概要版」 2023年8月アップデート版 65



７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（２）港湾物流（②モーダルシフト）

■モーダルシフトの推進（取組①）
・荷主企業、物流事業者（運送・倉庫等）、一般消費者が協力して我が国の物流を支えるための環境整備について、
（１）商慣行の見直し、（２）物流の効率化、（３）荷主・消費者の行動変容について、抜本的・総合的な対策を行
うべく、「物流革新に向けた政策パッケージ」（令和5年6月2日 我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議）を策定。

・「物流革新緊急パッケージ」（令和5年10月6日 我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議）では、2024年が迫る中、
早期に具体的な成果が得られるよう可及的速やかに各種施策に着手するとともに、2030年度の輸送力不足の解消に向
け可能な施策の前倒しを図るべく、モーダルシフト推進に資する取組等について、必要な予算の確保も含め緊急的に取り組
むこととされた。

資料：「モーダルシフト倍増に向けた海事局の取組状況について」 令和6年7月31日 国土交通省海事局 66



７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（２）港湾物流（②モーダルシフト）

■モーダルシフトの推進（取組②）
・船舶の空き状況の見える化や新規需要調査等を通じてトラック輸送から船舶輸送への行動変容を促進する。
・また、貨物輸送量の増加に備えたハード・ソフト両面からの受入環境整備を推進する。

資料：「モーダルシフト倍増に向けた海事局の取組状況について」 令和6年7月31日 国土交通省海事局 67



７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（２）港湾物流（③輸送船舶）

■輸送船舶の大型化
・近年、世界的なばら積み貨物は、一括大量輸送によるコスト低減を図るため、ばら積み貨物船の大型化が進展している。
・現在、パナマックス級（6〜8万トン）以上の運航隻数が全体の約４割を占め、水深14ｍ以上の岸壁を必要とするパナ
マックス級以上の大型船の隻数は、過去20年で３倍以上に増加している。(H12年:1,396隻→R2年:4,476隻）

・主に北米東岸地域からの輸入となる穀物輸送船は、これまでのパナマックス船（6〜8万DWT級）から、パナマ運河の拡
張に対応した「ネオパナマックス船（12万DWT級）」での輸送による船型の大型化の可能性がある。

世界のばら積み船の隻数・船型※１ 船型と水深

資料：「国際バルク戦略港湾政策等について」 令和3年11月29日
関税・外国為替等審議会 関税分科会 資料４

・和暦に修正
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７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（２）港湾物流（④港湾物流の高度化）

資料：報道発表資料「ＡＩターミナル」の実現に向けた目標と工程について(国土交通省)より
[https://www.mlit.go.jp/report/press/port02_hh_000142.html]

無人搬送車(ＡＧＶ)が走る名古屋港飛島埠頭

出典：自動化コンテナターミナル(日経電子版写真集)より

全長14メートルのＡＧＶは機動性が高く、
真横への移動も可能出典：三菱重工プレスリリースより

[https://www.mhi.com/jp/news/21102702.html]

自動搬送ロボット

資料：「港湾の中長期政策『PORT 2030』」概要（国土交通省）より
[https://www.mlit.go.jp/report/press/port03_hh_000042.html]

自働化コンテナターミナル

RTGの遠隔操作化・自動化

[https://www.nikkei.com/photo/special/article/?ng=DGXZZO49656090X11C12A2000000]

■「AIコンテナターミナル」への取組
・AI、IoT、自働化技術を組み合わせ、港湾荷役の自動化・
無人化、コンテナ蔵置計画の最適化や貨物の搬入・搬出の
迅速化等を図ることにより、世界最高水準の生産性を有す
る「AI ターミナル」の形成に向けた取組が推進されている。

・令和5年5月には、事業者がターミナルオペレーションにAI シ
ステムを導入する際の検討手順をまとめた導入ガイドライン
「荷繰り最小化AIシステム」が港湾局港湾経済課から公表
された。
■完成車自動搬送に向けた取組み
・三菱重工グループ２社（三菱重工業(株)、三菱重工機
械システム(株)）は、労働者不足の解消や、24時間稼働、
CO2排出量の削減を目的とした電動自動搬送ロボットによ
る完成車自動搬送サービスの実証実験を進めている。

ＡＧＶが走る名古屋港飛島埠頭

電動自動搬送ロボットによる完成車搬送

情報通信技術を活用した港湾のスマート化・強靱化

RTG（Rubber Tired Gantry crane：タイヤ式門型クレーンのこと。） 69

https://www.mlit.go.jp/report/press/port02_hh_000142.html
https://www.mhi.com/jp/news/21102702.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/port03_hh_000042.html
https://www.nikkei.com/photo/special/article/?ng=DGXZZO49656090X11C12A2000000


７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（３）観光動向（①クルーズ船）

国際クルーズ再開国数の動向

外国クルーズ船の寄港回数の内訳（クラス別）

資料：クルーズ市場を取り巻く最近の動き 令和6年9月11日 国土交通省

■クルーズ船を取り巻く状況
・2020年3月に運航停止した世界のクルーズ市場は欧州から運
航を再開し、2022年末には100か国を超えた。

・コロナ再開後は、コロナ禍前（2016年〜2019年）と比較して、
ラグジュアリー・エクスペディション船の寄港回数が増加傾向にある。

・世界最大級のクルーズ船は、ロイヤル・カリビアン・クルーズ社の
「オアシスクラス（22万トン級）」 の船舶であったが、2023年
11月に「アイコンクラス（25万トン級）」の船舶が登場した。

70
資料：クルーズを取り巻く状況 令和6年5月20日 国土交通省

外国クルーズ船の大型化の推移

国際クルーズ再開国数の動向

注：港湾管理者への聞き取りをもとに港湾局作成（※2023年は速報値）

資料：クルーズを取り巻く状況 令和6年5月20日 国土交通省



７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（３）観光動向（②インバウンド観光）

■インバウンド観光の深化
・令和5年3月31日に閣議決定された「観光立国推進基本計画」では、持続可能な形での観光立国の復活に向けて、基
本的な方針の1つとしてインバウンド回復戦略を掲げている。

・同計画では、インバウンド回復に向けた受入環境の整備として、新型コロナウィルス感染症流行の影響により運航を停止し
ていた国際クルーズの受入れを令和5年から再開するとともに、クルーズ再興にかかる新たな目標値を設定しており、令和7年
には、旅客数ではコロナ禍前のピーク水準にまで回復させることを目指した取組を進めている。

資料：国土交通省港湾局HP

クルーズ再興に向けた新たな目標 【観光立国推進基本計画】

○訪日クルーズ旅客を令和7年にコロナ禍前ピーク水準の250万人
○外国クルーズ船の寄港回数を令和7年にコロナ禍前ピーク水準の2,000回
○外国クルーズ船が寄港する港湾数について、令和7年にコロナ禍前ピーク水準の

67港を上回る100港

我が国におけるクルーズ船の寄港回数の推移
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７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（４）地球環境を取り巻く動向（①2050年カーボンニュートラル）

■202５年カーボンニュートラルの実現
・令和2年10月、政府は、2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボンニュートラルを目指すことを宣
言し、同年12月、日本全体の取組として「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が策定された。

・2030年度までに温室効果ガスの排出を46%削減（2013年比）し、2050年の脱炭素社会の実現に向けて、産業構
造と社会経済の変革を進めていくこととしている。

資料：2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略(令和3年6月18日)

2050年カーボンニュートラル実現に向けたフロー 成長が期待される14分野

分類 分野
エネルギー
関連産業

①洋上風力・太陽光・地熱産業
（次世代再生可能エネルギー）

②水素・燃料アンモニア産業
③次世代熱エネルギー産業
④原子力産業

輸送・製造
関連産業

⑤自動車・蓄電池産業
⑥半導体・情報通信産業
⑦船舶産業
⑧物流・人流・土木インフラ産業
⑨食料・農林水産業
⑩航空機産業
⑪カーボンリサイクル・マテリアル産業

家庭・
オフィス
関連産業

⑫住宅・建築物産業・次世代電力
マネジメント産業

⑬資源循環関連産業
⑭ライフスタイル関連産業

資料：2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略
(令和3年6月18日)より作成
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７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（５）自然災害（①巨大地震発生）

資料：「令和6年能登半島地震を踏まえた港湾の防災・減災のあり方」 令和6年7月_交通政策審議会答申（防災部会）

今後の大規模地震発生リスク （今後30年以内の主な地震の発生確率）

■巨大地震発生の切迫
・地震調査研究推進本部地震調査委員会の長期評価によると、今後30年以内に、Ｍ８〜９クラスの南海トラフ地震が発
生する確率は70%〜80%、Ｍ７程度の首都直下地震が発生する確率は70%程度、日本海溝・千島海溝周辺の一部
地域でＭ7.8〜8.5程度の地震が発生する確率は80%程度と想定されるなど、大規模地震および津波の発生の切迫性
が高まっている。
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７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（５）自然災害（②地球温暖化）

74

■地球温暖化による平均海面水位の上昇
・今後、気候変動により、平均海面水位の上昇、猛烈な台風の発生頻度の増加、高潮リスクの増大、極端な高波の波高
の増加等、さらなる影響が想定されている。

・これら気候変動等による港湾・臨海部を護る事前対策として、海岸保全施設整備等の加速化、官民が連携した効果的、
効率的な整備促進が必要である。

気候変動等による外力強大化イメージ



７．港湾を取り巻く社会経済情勢

（６）維持管理（①港湾施設）

■港湾施設の老朽化
・高度経済成長期に集中的に整備した施設の老朽化が進行
・係留施設は、建設後50年以上の施設がR2年3月の約２割から、R22年3月には約７割に急増する。

資料：「国土交通省における港湾施設の維持管理の取組について」 令和5年11月_国土交通省港湾局

各年度に整備した係留施設数と供用後50年を経過する公共岸壁の推移

供用後50年以上経過する岸壁の割合

《港湾施設の劣化・損傷事例》

裏込め土の吸出しによる
エプロンの陥没

鉄筋の腐食進行による
コンクリートの剥離

鋼管杭の腐食進行による
杭の破断
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８．上位・関連計画

（１）国の上位・関連計画（その１）

分類 上位計画等 概要
港湾政策 ①港湾の中長期政策

「PORT 2030」
(平成30年7月国土交通省)

１.グローバルバリューチェーンを支える海上輸送網の構築
２.持続可能で新たな価値を創造する国内物流体系の構築
３.列島のクルーズアイランド化
４.ブランド価値を生む空間形成
５.新たな資源エネルギーの受入・供給等の拠点形成
６.港湾・物流活動のグリーン化
７.情報通信技術を活用した港湾のスマート化・強靱化
８.港湾建設・維持管理技術の変革と海外展開

②港湾の開発、利用及び保全並び
に開発保全航路の開発に関する
基本方針

(令和6年4月国土交通省港湾局)

１.我が国の産業と国民生活を支える海上輸送網の構築と物流空間の形成
２.観光立国と社会の持続的発展を支える港湾機能の強化と港湾空間の利活用
３.国民の安全・安心を支える港湾機能・海上輸送機能の確保

③新しい国際コンテナ戦略港湾政
策の進め方検討委員会_最終とり
まとめ

(令和6年2月国土交通省港湾局)

【政策目標】
国際コンテナ戦略港湾において、北米・欧州航路をはじめ、中南米・アフリカ等多方面・

多頻度の直航サービスを充実させることで、我が国のサプライチェーンの強靭化を図り、グ
ローバルに展開する我が国立地企業のサプライチェーンマネジメントに貢献する。
【今後の取組の方向性】
 「集貨」「創貨」「競争力強化」の三本柱の取組を引き続き協力に推進
 国際基幹航路の維持・拡大に関する国・港湾管理者・港湾運営会社等と荷主との

連携・協力体制を構築
 物流の2024年問題、労働力不足、脱炭素、サイバー攻撃への対応等を踏まえ、DX、

GXを加速するとともに情報セキュリティ対策を強化
 各種データの充実や、データ収集・分析の取組を強化
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８．上位・関連計画

（１）国の上位・関連計画（その２）

分類 上位計画等 概要
国土形成政策 ④第三次国土形成計画

（全国計画）
（令和5年7月28日 閣議決定）

【目指す国土の姿】「新時代に地域力をつなぐ国土〜列島を支える新たな地域マネジメ
ントの構築〜」
①デジタルとリアルの融合による「活力ある国土づくり」
②巨大地震、気候危機、緊迫化する国際情勢に対応する「安全・安心な国土づく

り」
③世界に誇る美しい自然と多彩な文化を育む「個性豊かな国土づくり」

【国土構造の基本構想】 「シームレスな拠点連結型国土」
《広域的な機能の分散と連結強化》
①中枢中核都市等を核とした広域圏の自律的発展、日本海側・太平洋側二面活
用等の広域圏内・広域圏間の連結強化を図る「全国的な回廊ネットワーク」の形成

②リニア中央新幹線、新東名・新名神等により三大都市圏を結ぶ「日本中央回廊」
の形成による地方活性化、国際競争力強化

《持続可能な生活圏の再構築》
①生活に身近な地域コミュニティの再生
②地方の中心都市を核とした市町村界にとらわれない新たな発想からの地域生活圏
の形成

物流政策 ⑤総合物流施策大綱
（2021年度〜2025年度）
（令和3年6月 閣議決定）

【今後の物流施策の方向性】
１.物流DXや物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化（簡素

で滑らかな物流）
２.労働力不足対策と物流構造改革の推進（担い手にやさしい物流）
３.強靭で持続可能な物流ネットワークの構築（強くてしなやかな物流）

輸出拡大政策 ⑥農林水産物・食品の輸出拡大実
行戦略

(令和5年12月改訂 農林水産省)

《基本的な考え方に基づく具体的施策》
(1)日本の強みを最大限に発揮するための取組
(2)マーケットインの発想で輸出にチャレンジする農林水産事業者を後押し
(3)省庁の垣根を超え政府一体として輸出の障害を克服
(4)国の組織体制の強化
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８．上位・関連計画

（１）国の上位・関連計画（その３）

分類 上位計画等 概要
カーボンニュー
トラル政策

⑦2050年カーボンニュートラル
に伴うグリーン成長戦略

(令和3年6月 内閣官房ほか)

１.港湾において、水素・燃料アンモニア等の大量かつ安定・安価な輸入や貯蔵・配送等を図る
２.脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や臨海部産業の集積等を通じて、温室効果ガスの
排出を全体としてゼロにする「カーボンニュートラルポート（CNP）」を形成
３.2050年までに港湾におけるカーボンニュー トラル実現を目指す

観光政策 ⑧観光立国推進基本計画
(令和5年3月31日 閣議決定)

【基本的な方針及び主な施策】
 持続可能な観光地域づくり戦略
 観光地・観光産業の再生・高付加価値化
 観光DX,観光人材の育成・確保
 持続可能な観光地域づくりのための体制整備等

 インバウンド回復戦略
 コンテンツ整備、受入環境整備
 高付加価値なインバウンドの誘致
 アウトバウンド・国際相互交流の促進

 国内交流拡大戦略
 国内需要喚起
 ワーケーション、第２のふるさとづくり
 国内旅行需要の平準化

【目標】
・早期達成を目指す目標︓インバウンド消費 5兆円、国内旅行消費 20兆円

港湾政策 ⑨東北港湾ビジョン
(令和3年3月 新東北港湾ビ
ジョン検討委員会)

【東北港湾ビジョンの目標・戦略】
目標１︓東北経済を牽引する物流・産業拠点の形成
①地域産業や市場ニーズに対応する海上輸送網の強化
②効率的で低コストな貨物輸送を可能とするサプライチェーンの構築
③地域ポテンシャルを引き出す新たな資源エネルギー産業等の拠点形成

目標２︓地域の賑わい創出や豊かな環境の形成
①地域の歴史・文化と調和した魅力ある空間形成
②豊かな環境の形成に向けた港湾の利活用

目標３︓安全・安心な港湾の形成
①命を守り暮らしを支える港湾の強靭化 78



８．上位・関連計画

（２）宮城県の上位・関連計画（その１）

分類 上位計画等 概要
県政運営 新・宮城の将来ビジョン

（令和2年12月 宮城県）
 宮城県では、県政運営の基本的な指針として、目標年度を令和3年度（2021年度）

から令和12年度（2030年度）の10か年とした「新・宮城の将来ビジョン」を令和２年12
月に作成。

 その具体的な内容を取りまとめたアクションプランでは前期（2021〜2024年度）、中期
（2025〜2027年度）、後期（2028〜2030年度）として、実施計画を策定。

 県政運営の理念を実現するため、政策推進の基本方向となる「①宮城の未来をつくる４
本の柱」に基づき、取り組みを推進。基本方向に沿った「②持続可能な未来のための８つ
の“つくる”」をかかげ、それに関連した「③１８の取組」を進めることで、震災を乗り越え、躍
進する宮城を世界に発信していくこととしている。
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８．上位・関連計画

（２）宮城県の上位・関連計画（その２）

分類 上位計画等 概要
防災政策 宮城県地域防災計画

（令和6年11月 宮城県）
【地震災害対策編】
1.「減災」に向けた対策の推進
2.災害応急対策、災害復旧・復興を迅速か
つ円滑に行うための体制整備
3.大規模災害時における広域応援体制の充
実・強化
4.被災者等への適時・的確な情報伝達
5.自助・共助による取組の強化
6.二次災害の防止
7.迅速かつ適切な災害廃棄物処理
8.要配慮者への対応
9.携帯電話・インターネット等の情報通信ネッ
トワークの耐災化、補完的機能の充実
10.複合災害の考慮
11.多様な主体の参画による防災体制の確立
12.迅速かつ円滑な復旧・復興

【津波災害対策編】
1.「減災」に向けた対策の推進
2.津波避難を迅速かつ円滑に行うための
体制整備
3.大規模災害時における広域応援体制の
充実・強化
4.被災者等への適時・的確な情報伝達
5.自助・共助による取組の強化
6.二次災害の防止
7.迅速かつ適切な災害廃棄物処理
8.要配慮者への対応
9.携帯電話・インターネット等の情報通信
ネットワークの耐災化、補完的機能の充実
10.複合災害の考慮
11.多様な主体の参画による防災体制の
確立
12.迅速かつ円滑な復旧・復興

環境政策 宮城県環境基本計画
（第４期）

（令和3年3月 宮城県）
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８．上位・関連計画

（２）宮城県の上位・関連計画（その３）

分類 上位計画等 概要
環境政策 宮城県環境基本計画

（第４期）
（令和3年3月 宮城県）

仙台塩釜港 港湾脱炭素化推
進計画
（令和6年3月 宮城県）

【計画の目的】
港湾法第50条の2第1項の規定に基づく港湾脱炭素化推進計画として、仙台塩釜港にお

いてカーボンニュートラルポート（Ｃ ＮＰ）の形成を推進するための具体的な取組を定め、次
世代エネルギーの受入環境整備や、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化を通じて、温室
効果ガスの排出を全体として実質ゼロにする、カーボンニュートラルを目指すものである。

81



８．上位・関連計画

（３）仙台塩釜港背後市町の上位・関連計画（その１）

分類 上位計画等 概要
市・町政策 仙台市基本計画

（令和3年3月 仙台市）
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分類 上位計画等 概要
市・町政策 第６次塩竈市長期総合計画

（令和4年4月 塩竃市）
【計画の位置付けと役割】

【実施計画】

【まちづくりの方向性 〜活力に満ちた産業づくり〜】

８．上位・関連計画

（３）仙台塩釜港背後市町の上位・関連計画（その２）
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８．上位・関連計画

（３）仙台塩釜港背後市町の上位・関連計画（その３）

分類 上位計画等 概要
市・町政策 第２次石巻市総合計画

（令和4年1月 石巻市）
【総合計画の概要】 【総合計画の構成】

第六次多賀城市総合計画基
本構想
（令和3年3月 多賀城市）

【第六次多賀城市総合計画の構成と期間】
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８．上位・関連計画

（３）仙台塩釜港背後市町の上位・関連計画（その４）

分類 上位計画等 概要

市・町政策 七ヶ浜町長期総合計画
（令和4年3月 七ヶ浜町）

東松島市第２次総合計画
（後期基本計画）
（令和2年12月 東松島市）
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８．上位・関連計画

（３）仙台塩釜港背後市町の上位・関連計画（その５）

分類 上位計画等 概要
市・町政策 松島町長期総合計画

（後期基本計画）
（令和3年6月 松島町）

利府町総合計画
（令和3年3月 利府町）
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９．懇談会報告書作成（令和６年３月）以降の港湾政策の変更等

（１）「協働防護」による港湾の気候変動適応
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９．懇談会報告書作成（令和６年３月）以降の港湾政策の変更等

（２）港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針
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９．懇談会報告書作成（令和６年３月）以降の港湾政策の変更等

（３）令和６年能登半島地震を踏まえた港湾の防災・減災対策のあり方
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９．懇談会報告書作成（令和６年３月）以降の港湾政策の変更等

（４）メタノールバンカリング拠点のあり方検討会とりまとめ
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９．懇談会報告書作成（令和６年３月）以降の港湾政策の変更等

（５）港湾のターミナルの脱炭素化の取組を評価する認証制度
「ＣＮＰ認証（コンテナターミナル）」

91



９．懇談会報告書作成（令和６年３月）以降の港湾政策の変更等

（６）港湾における水素・アンモニアの受入環境整備に係るガイドライン
中間とりまとめ
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９．懇談会報告書作成（令和６年３月）以降の港湾政策の変更等

（７）循環経済拠点港湾（サーキュラーエコノミーポート）の あり方について
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９．懇談会報告書作成（令和６年３月）以降の港湾政策の変更等

（８）港湾分野における情報セキュリティ確保に係る安全ガイドライン(第２版)
の公表
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９．懇談会報告書作成（令和６年３月）以降の港湾政策の変更等

（９）クルーズ旅客の受入機能高度化に関するガイドライン
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９．懇談会報告書作成（令和６年３月）以降の港湾政策の変更等

（１０）「港湾法等の一部を改正する法律」の公布
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